
 

事業事前評価表（案） 

 

平成 24年 10 月 11日 

担当部・課：人間開発部保健第四課 

１．案件名                                 

国 名： ドミニカ共和国 

案件名： （和名） 第三保健地域母と子のプライマリーヘルスケアプロジェ

クト 

 （英名） The Project for Strengthening Primary Health Care for 

Pregnant Women and Newborns in Health Region III 

２．事業の背景と必要性                          

（1）当該国における保健セクターの現状と課題 

ドミニカ共和国（以下、「ド」国）においては、妊産婦死亡率 1が出生 10万対

220（1990年）から 100（2008年）に減少したが、依然として中南米・カリブ地

域全体の平均 85を上回っている（WHO、2010年）。さらに、5歳未満児死亡率 2が

32（出生千対、2008年）、低体重出生児の割合が 11%（2005～2009年、UNICEF）

など、母子保健指標が同地域の平均に比べ悪い状況にある。一方、産前健診の

受診率（4回以上 95％）、熟練出産介助者による出産率（98％）及び施設分娩割

合（98％）（2005-2009 平均、UNICEF）は非常に高いことから、死亡率が高い原

因として妊産婦・新生児ケアの質の問題が指摘されている。具体的には国家標

準ケアが医療現場で遵守されていないこと、医療従事者への現任教育の機会が

限られていること、医療施設への保健行政機関によるモニタリングが行われて

いないことが認識されている。 

妊産婦・新生児保健のケアの質の向上のためには、産前健診、分娩介助、産

後健診と新生児ケアの一連の継続ケアが適切に提供される必要がある。「ド」国

では、主に出産介助は病院にて、産前健診・産後健診・新生児ケアは地域保健

ユニット（以下、UNAP）にて行われているが、其々の医療施設で提供されてい

るケアの質にばらつきがあり、施設間の連携が円滑に行われていない。例えば、

ハイリスクの妊産婦が産前健診でリスクが認知されないまま病院で出産を迎え

るケースや、病院で出産後に UNAPにカウンターリファラルされていないことか

ら産後健診と新生児ケアが提供されていないケースが多く発生している。また、

妊産婦・新生児死亡が発生した際に召集される死亡症例検討委員会では、死亡

症例検討結果を踏まえて改善策に係る提言が取り纏められるが、必ずしも実施

されておらず、また検討結果が全医療施設の関係者で共有されていない事態が

1,2 厳密には比を採用するべきであるが、ここでは一般的に浸透している率を採用する。 

 

1 
 

                                                   



発生している。さらに、地域保健サービス局（以下、SRS）と地域保健サービス

局事務所(SRS-GA)が UNAPの運営を担当している一方、県保健事務所（以下、DPS）

は UNAP への技術支援及び全国プログラムの実施を担当しているが、SRS と DPS

の円滑な連携が課題となっている。 

 2004 年 10 月から 2009 年 10 月まで JICA は「サマナ県地域保健サービス強化

プロジェクト」を実施し、プライマリーヘルスケア実施体制の強化、サマナ県

DPS のモニタリング・指導能力の強化等を通じ、UNAP の地域保健サービスの向

上 3に貢献した。同プロジェクトにおける UNAP での産前健診の受診率及び予防

接種率の増加等の実績を踏まえて、本プロジェクトでは対象地域を第三保健地

域に 4拡大させ、妊産婦・新生児ケアの質を向上させることを目標に、プライマ

リーヘルスケアの担い手である UNAP人員の能力強化、UNAPに対するモニタリン

グ・指導を行う保健行政の能力強化、UNAP と病院間のリファラル及びカウンタ

ーリファラルの改善等を支援する。 

 

（2）当該国における保健セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

保健省は「国家保健計画 2006-2015」において、プライマリーヘルスケア戦略

に基づいた保健システムの強化に取り組むことを公約している。同計画では妊

産婦及び乳幼児死亡の削減（ミレニアム開発目標 4及び 5）への取り組みを優先

すべき重点分野として位置づけている。また、「ゼロ・トレランス戦略」及び「妊

産婦・乳児死亡削減国家計画（2005～2008 年）」においても MDG4 及び 5 の達成

へ向けた強いコミットメントを表明している。「妊産婦・乳児死亡削減国家計画

（2005～2008年）」では、①政策の実施及びモニタリング・評価の強化、②死亡

及び疾病の疫学監視システムの強化、③青少年・女性・家族・コミュニティの

エンパワメント、④根拠に基づく母子保健の包括的サービスの提供を目標とし

て掲げている。 

本プロジェクトは妊産婦・新生児ケアの質を向上させることを目標に、プラ

イマリーヘルスケアの担い手である UNAP人員の能力強化、UNAPに対するモニタ

リング・指導を行う保健行政機関の能力強化、妊産婦・乳児死亡症例検討委員

会の改善、UNAP と病院間のリファラル及びカウンターリファラルの改善に取り

組むものであり、「ド」国の保健政策に合致している。 

3 具体的には UNAPでの予防接種率は 2003年の 41％から 2008年の 88.5％と改善したことなどがある。 
4 主に以下の理由から先方の協力要請が出された。 

① 第三保健地域の乳児死亡率及び 5歳未満児死亡率は、「ド」国全体の平均と概ね同レベルで、首都サ

ントドミンゴから第三保健地域の地域保健サービス局まで車で約 3時間と比較的アクセスが良く、

パイロット性が確保できること。 

② 第三保健地域の地域保健サービス局は、JICAが支援した先行技術協力プロジャクトである「サマナ

県地域保健サービス強化プロジェクト」の実績を評価していること。 

③ USAIDが全国で実施している「優良母子保健センタープロジュクト」で第三保健地域の地域病院が

対象となっており、我が国協力との相互補完関係が期待できること。 
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（3）保健セクターに対する我が国及び JICAの援助方針と実績 

母子の継続ケアの実施強化により、妊産婦と 5 歳未満児死亡率の削減を目指

すことは、我が国の「国際保健政策 2011-2015」及び JICA の保健協力のポジシ

ョンペーパー「JICA の保健分野の協力 －現在と未来－」にある母子保健の重

点領域と整合している。低所得層が主に利用する公的医療施設の保健医療サー

ビスの改善に取り組む本プロジェクトは、我が国の対「ド」国事業展開計画（2012

年）における援助重点分野「貧困削減（格差是正）」の下、貧困層の健康改善に

取り組むことを目的とする「保健セクター強化プログラム」に位置づけられて

おり、また母子の健康改善への取り組み強化についても明記されている。 

「ド」国の保健セクターに対する支援実績として、母子保健及びプライマリ

ーヘルスケアの分野において、「サマナ県地域保健サービス強化プロジェクト」

（2004 年 10 月～2009 年 10 月）及び「中米カリブ地域/看護基礎・継続教育強

化プロジェクト」（2007年 8月～2011年 8月）を実施した。 

 

（4）他の援助機関の対応 

PAHO は、ユニバーサルヘルスケアの向上を目的とした保健政策及び戦略に関

する支援を行っている。 

USAIDは、保健セクターにおいて、持続可能で質の高い保健サービスへのアク

セスの向上に焦点を当てており、保健サービスの改善や保健人材のキャパシテ

ィ強化をサポートしている。また、弱い立場の人々のためのアドボカシー活動

や政策支援も実施している。 

UNICEFは、2005年から実施しているゼロ・トレランス戦略に対する技術支援

及び機材供与（保温器やワクチンなどを含む）を行っており、特に母子保健の

改善に尽力している。 

 

３．事業概要                                

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本プロジェクトは、第三保健地域（ドゥアルテ県、マリア・トリニダー・サ

ンチェス県、エルマナス・ミラバル県、サマナ県）において、①一次医療施設

の人材の強化、②保健行政組織の一次医療施設に対するモニタリング・指導能

力の強化、③各医療施設のリファラル・カウンターリファラルの改善及び④妊

産婦・新生児死亡に関する監査とフィードバックの改善を行うことにより、一

次医療レベルでの産前健診、産後健診及び新生児ケアの質の向上を図り、妊産

婦・新生児死亡の削減に寄与するものである。 

 

（2）プロジェクトサイト／対象地域名 
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第三保健地域（ドゥアルテ県、マリア・トリニダー・サンチェス県、エルマ

ナス・ミラバル県、サマナ県） 

 

（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

地域保健サービス局行政官、県保健事務所行政官、病院関係者（地域病院数

は 1、県病院数は 3、郡病院数は 14）、UNAP関係者(UNAP数は 166)、妊産婦、新

生児、生殖可能年齢（15歳から 49歳）の女性 

 

（4）事業スケジュール（協力期間） 

2013年 5月～2017年 5月を予定（計 48カ月） 

 

（5）総事業費（日本側） 

約 3.0億円（概算） 

 

（6）相手国側実施機関 

保健省公衆衛生局 

 

(7)投入（インプット） 

1）日本側 

① 専門家派遣 

 チーフアドバイザー/地域保健(48MM)：事業計画の全体管理、保健省及び保

健行政機関との調整・協議、成果２に資する活動の総括を行う。 

 母子保健(42MM)：主に医療施設で働く医療従事者をカウンターパートとし、

成果 1，3，4に資する活動を行う。 

 業務調整/健康教育(44MM)：成果１に資する活動の中で医療従事者とヘルス

プロモーターが行う健康教育の研修や実施モニタリングを行う。またプロ

ジェクト活動の調整やプロジェクト費の管理等を行う。 

② 機材供与 

妊産婦・新生児保健関連の機材、車輌等 

③ 在外事業強化費 

ローカルスタッフ人件費、研修開催費、マニュアル・教材作成費等 

 

2）ドミニカ共和国側 

① カウンターパート配置 

プロジェクトダイレクター：保健省公衆衛生担当次官 

プロジェクトマネージャー：保健省母子保健部長 

リージョナルマネージャー：第三保健地域サービス局長 
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その他のカウンターパート：保健省母子保健部担当官、県保健事務所行政官

等 

② 施設・機材 

プロジェクト執務室 

③ プロジェクト運営に必要なローカル経費 

カウンターパート給与、プロジェクト執務室の運営費、プロジェクト資機

材維持管理費等 

 

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境に対する影響/用地取得・住民移転 

① カテゴリ分類（A,B,Cを記載）：C 

② カテゴリ分類の根拠：本プロジェクトは「国際協力機構環境社会配慮ガイ

ドライン」（2010 年 4月公布）上、環境への望ましくない影響は最小限で

あると判断されるため。 

2) ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減： 

遠隔地に居住する女性に対して、ANC/PNC、予防接種、鉄剤の供給など

を含む PHC サービスが行き渡るように、統合アウトリーチ活動にも重点が

置かれている。このように、ジェンダーという点にも配慮したプロジェク

ト・デザインとなっている。 
 

3) その他：特になし。 

 

（9）関連する援助活動 

1）我が国の援助活動 

「中米カリブ地域/看護基礎・継続教育強化プロジェクト」（2007 年 8 月～2011

年 8 月）では、域内の対象国で中央と地方に看護教育委員会を設置し、看護基

礎教育に係るカリキュラム改訂等を行った。「ド」国でも、本件プロジェクト対象地

域に地方委員会が設置され、看護の質改善に取り組んでいる。 

「ド」国事務所は一次医療レベルに青年海外協力隊（保健医療職、村落開

発等）を派遣するべく、要望調査を準備中であり、専門家着任後に専門家と

相談しながら派遣手続きを取る予定となっている。 

 

2）他ドナー等の援助活動 

 本プロジェクトに直接的に関わる支援として、PAHO は、助産師制度の創設

のため、保健省やサントドミンゴ自治大学などとの協議、カリキュラム策定支

援等を行っている。また、リプロダクティブヘルスに関する権利の国内キャン

ペーン、周産期におけるカルテ記載の徹底（USAID との連携）、医師及び看護師
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の能力向上という 3つの戦略を立てている。USAIDは、妊産婦、新生児及び乳幼

児の罹患率・死亡率の減少に貢献することを目的に、全国 10の国立総合病院を

対象としたプロジェクト（2004年 10月～2009年 10月）を実施している。支援

の内容は、マネジメント能力強化、根拠に基づいたサービスの提供、インフラ

整備、医療連携体制の強化などである。さらに、全国で「優良母子保健センタ

ープロジェクト」（2009 年 2 月～2014 年 2 月）を実施し、第三保健地域では地

域病院が協力対象として含まれている。USAIDは、病院に対してマネジメント能

力強化、根拠に基づいたサービスの提供、インフラ整備、医療連携体制の強化

等を行っている。JICA との支援内容の重複を避け、また相乗効果を高めるため

に、常に情報共有を行い、事業内容及び成果の共有を図る必要がある。UNICEF

は、子どもに対する社会サービスの向上を促すアドボカシー活動や啓発活動、

ワクチンやビタミン剤、医療器材の提供などを通して子どもの健康の向上に取

り組んでいる。 

 

４．協力の枠組み                             

（1）協力概要 

1）上位目標：第三保健地域において妊産婦・新生児死亡数が削減される。 

指標 

1. 妊産婦死亡数が XXから YYまで低下する。 

2. 新生児死亡数が XXから YYまで低下する。 

 

（※基準値（XX）と目標値（YY）はプロジェクト開始後にベースライン調査の

結果を踏まえて設定する。以下の記載においても同様。） 

 

2）プロジェクト目標：一次医療施設及び UNAP が提供する産前健診、産後健

診、新生児ケアの質が向上する。 

指標 

1.国家ガイドラインに従って血液スクリーニングを受けた妊婦が YY％に達す

る。 

2.正常分娩後 24 時間から 72 時間以内に医療従事者から家庭で産後健診を受

診した女性が YY％に達する。 

3.正常分娩後 24 時間から 72 時間以内に医療従事者から家庭で新生児ケアを

受診した新生児が YY％に達する。 

4.産後健診で家族計画の指導を受けた女性が YY％に達する。 

5.新生児の危険サインについて情報を受けた女性が YY％に達する。 

 

3）成果及び活動 
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（プロジェクト実施体制整備のための活動） 

0-1 ベースライン調査を実施する。 

0-2 妊産婦・新生児保健に関する保健行政及び保健医療サービスの現状を把

握する。 

0-3 ワークショップを通じて「ド」国関係者にプロジェクトの目的、理念、

デザインを周知し、「ド」国側の実施体制の構築促進を図る。 

0-4 エンドライン調査を実施する。 

 

成果 1：一次医療施設及び UNAP の人材の知識・技能が向上する。 

指標 

1-1 対象一次医療施設及び UNAPのうち研修を受講した人材が YY%に達する。 

活動 

1-1 研修講師を選出する。 

1-2 研修講師への研修のニーズアセスメントを実施し、研修内容を決定する。 

1-3 既存の研修マニュアル・教材をレビューし、必要に応じて作成・改訂す

る。 

1-4 研修講師に対して研修を実施する。 

1-5 UNAP の医師、看護師、ヘルスプロモーターへの研修の実施状況、研修マ

ニュアル、教材について把握する。 

1-6 地域保健サービス局及び県保健事務所が UNAPの医師、看護師、ヘルスプ

ロモーターへの研修のニーズアセスメントを実施し、研修内容を決定す

る。 

1-7 既存の研修マニュアル・教材をレビューし、必要に応じて作成・改訂す

る。 

1-8 年間研修計画を策定する。 

1-9 UNAPの医師、看護師、ヘルスプロモーターへの研修を実施する。 

 

成果 2：地域保健サービス局及び県保健事務所の一次医療施設と UNAPに対する 5

モニタリング・指導能力が強化される。 

指標 

2-1 地域保健サービス局による定期的なモニタリングを受けた UNAPの割合が

YY％に達する。 

2-2 県保健事務所による定期的なモニタリングを受けたUNAPの割合がYY％に

達する。 

活動 

5 地方保健サービス局と県保健事務所と間で、モニタリング評価に係る役割分担が明確になっていないた

め、現段階では 2つの部署が UNAP及び一次医療施設に対するモニタリングを行う。 
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2-1 地域保健サービス局行政官及び県保健事務所行政官への研修のニーズア

セスメントを実施し、研修内容を決定する。 

2-2 既存の研修マニュアル・教材をレビューし、必要に応じて作成・改訂す

る。 

2-3 UNAPに対するモニタリングチェックリストの利用状況を確認する。 

2-4 UNAPに対する指導マニュアルの利用状況を確認する。 

2-5 行政官に対して研修を実施する。 

2-6 UNAPへのモニタリング計画を作成する。 

2-7 UNAPに対するアセスメントと指導を実施する。 

 

成果 3：地域病院・県病院・郡病院と一次医療施設（UNAP）間のリファラル及び

カウンターリファラルが改善する。 

指標 

3-1 UNAPから病院にリファーされた時にリファラル用紙 6と周産期検査記録を

持って病院に行く妊婦が YY％に達する。 

3-2 UNAPからのリファラルなしに直接病院に行くハイリスクの妊婦が YY％ま

で減る。 

3-3 地域病院、県病院、郡病院における出産のうち YY％が YY時間以内に周産

期・新生児記録とともに UNAPに報告される。 

活動 

3-1 リファラル及びカウンターリファラルのガイドラインの利用状況をレビ

ューする。 

3-2 各病院及び UNAPに対してワークショップを行う。 

3-3 地域保健サービス局がリファラル及びカウンターリファラルをモニタリ

ングし、実施促進を行う。 

 

成果 4：妊産婦・新生児死亡に関わる監査とフィードバックが改善する。 

指標 

4-1 妊産婦死亡症例のうち 100％がガイドラインどおりに妊産婦死亡症例検

討委員会で検討される。 

4-2 新生児死亡症例のうち YY％がガイドラインどおりに乳児死亡症例検討委

員会で検討される。 

4-3 全ての妊産婦・乳児死亡症例検討会での結果が全ての医療施設に共有さ

れる。 

活動 

6
 医師の紹介状（これを持って患者は上位医療施設に行く） 
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4-1妊産婦・乳児死亡症例検討委員会の実施状況を把握する。 

4-2妊産婦・乳児死亡症例検討委員会の改善策を検討する。 

4-3妊産婦・乳児死亡症例検討委員会の改善策を実施する。 

 

成果 5：プロジェクト活動の成果が保健省の母子保健政策実施のための戦略に貢献する。 

指標 

5-1 保健省中央での会議など他県への活動共有の機会や、ドナー会合などにおい

て、プロジェクトの成果を発表し、プロジェクト成果について、発表参加者から肯定的

に評価される。 

5-2 中央レベルと県保健事務所の技術委員会を通して保健省から認可を受けた

マニュアルを、他県保健事務所や他ドナーに対し配布し、その内容について肯定的に

評価を受ける。 

 

活動 

  5-1 保健省中央での会議など、他県への活動共有の機会を参画する。 

  5-2 ドナー会合など、母子保健に関わる情報共有の機会を参画する。 

  5-3 プロジェクトの成果の普及促進のために中央レベルのセミナーを開催する。 

  5-4 中央レベルによる県保健事務所に対する定期的なモニタリングとスーパービ

ジョンを行う。 

 

4）プロジェクト実施上の留意点 

  本プロジェクトは、公衆衛生及びプログラムを担当する DPSと医療ケア

サービス及び各組織・レベル間のサービスネットワークを担当する SRSの

二つの系列の保健省の部局及び組織と関わっている。具体的には、UNAP

レベルでは、SRSが UNAPの運営を行っている一方、DPSが各種プログラム

の実施を担っているが、両者の連携が必ずしも円滑に行われていない。本 

  

 プロジェクトでは、SRSと DPSの各々と上手く関わりつつ、専門家が間に

入り調整を行いながら、両者の連携を促進するように対応する。 

 

（2）その他インパクト 

特になし。 

 

５．前提条件・外部条件 (リスク・コントロール)              

（1）事業実施のための前提 

プライマリーヘルスケアに係る保健省の実施体制が変更されない。 

（2）成果達成のための外部条件 
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 特記事項なし。 

（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

プロジェクト対象地域の医療従事者に大幅な異動が生じない。 

（4）上位目標達成のための外部条件 

 「ド」国の母子保健政策に大幅な変更が生じない。 

 大規模な自然災害や政情不安が生じない。 

 

６．評価結果                               

本事業は、「ド」国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致し

ており、また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                 

（1）ドミニカ共和国「サマナ県地域保健サービス強化プロジェクト」（2004 年

10月～2009年 10月）終了時評価調査からの教訓 

同プロジェクトでは、SRSとの連携強化の必要性が教訓として指摘されたこと

から、本プロジェクトでは保健省、SRS、DPS をカウンターパートとしてプロジ

ェクトを実施する。また、サマナ県のプロジェクトにおいて構築したコミュニ

ティヘルスのモデルや母子保健手帳はサマナ県保健事務所関係者に高く評価さ

れたものの、保健省内のガイドライン作成部署の巻き込みが不十分であったた

め、保健省内で採用されるには至らなかった。本プロジェクトでは既存のガイ

ドラインの活用を促進することを支援し、新規ガイドライン等の作成を検討す

る場合には、保健省の関係部と綿密に調整する。 

 

（2）ニカラグア共和国「グラナダ地域保健強化プロジェクト」（2000 年 12月～

2004年 11月）終了時評価調査からの教訓 

プロジェクト目標の達成に影響を与える要因として、「県病院と保健センター

の組織内のマネジメントの違いが、リファラル・カウンターリファラルの妨げ

となっている」ことが指摘された。本プロジェクトでは、リファラル・カウン

ターリファラルの実態を調査し、組織間のマネジメントの違いが障害にならな

いように、組織内の役割分担が明確になるように支援する。また、必要に応じ

てリファラル・カウンターリファラルに関する既存のガイドラインを改訂する

ことも保健省に提案する。 

  

８．今後の評価計画                            

（1）今後の評価に用いる主な指標 

４．（１）のとおり。 
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（2）今後の評価計画 

事業開始 6ヶ月以内 ベースライン調査 

事業中間時点 中間レビュー 

事業終了 11ヶ月前 エンドライン調査 

事業終了 6か月前 終了時評価 

事業終了 3年後   事後評価 
以上 
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